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株式会社ニチレイ
（従業員数 １９８名）

持ち株会社

（不動産事業）：賃貸ビル

株式会社ニチレイフーズ （従業員数９,５８８名）

（加工食品事業）：冷凍食品で日本国内売上1位、レトルト食品、アセロラ原料

株式会社ニチレイフレッシュ （従業員数１,０８８名）

（水産事業）・（畜産事業）：国内外の水産品、畜産品の素材流通

株式会社ニチレイロジグループ本社（従業員数 ４,２７７名）

（低温物流事業）
物流ネットワーク事業・・・ＴＣ（通過型物流センター）、輸配送、３ＰＬ

地域保管事業・・・日本国内で冷蔵倉庫の能力が首位
海外・・・欧州と中国、タイで低温物流事業を展開

株式会社ニチレイバイオサイエンス （従業員数 １０３名）

（その他）：試薬・診断薬、化粧品原料など機能性素材、血清・培地

注：（ ）内は事業別セグメント名、

従業員数はセグメント別の人数

設立：１９４２年１２月２４日
創立：１９４５年１２月１日
グループ：子会社７３社、関連会社１６社
従業員数：１５,３８３名
代表取締役社長：大櫛 顕也
本社：東京都中央区築地
(従業員数および会社数は２０２１年３月末現在）
上場市場：東証１部（２８７１）
「日経２２５」
「JPX 日経インデックス４００」構成銘柄

１

会社概要

＜インデックスへの組み入れ状況＞
「FTSE4Good Index Series」
「FTSE Blossom Japan Index」
「MSCI ジャパン ESGセレクト・リーダーズ指数」
「MSCI 日本株 女性活躍指数（WIN）」

＜従業員の健康管理・安全衛生への評価＞
「健康経営優良法人 ホワイト500」
「健康経営銘柄」
「安全衛生優良企業」認定



加工食品事業
・冷凍食品のパイオニアで、

国内トップメーカー
・主力商品は、米飯類やから揚げ
・家庭用のほか業務用の取扱いも大きい

水産事業
えび・たこ・魚卵・貝類
など水産品の調達・加工・販売

畜産事業
国産および輸入の鶏肉・豚肉・牛
肉などの調達・加工・販売

不動産事業
オフィスビルの賃貸
ニチレイ東銀座ビル、明石町
ビル、水道橋ビルほか

バイオサイエンス事業
細胞培養関連試薬・診断薬・
化粧品原料の製造、販売

低温物流事業
・全国７6箇所に冷蔵倉庫を保有し国内

シェアＮo.1、海外拠点を含めると世界５位
・輸配送などトータル物流サービスを展開
・グループ外の取扱いが90％超

(2021年3月期)

事業内容

加工食品
2,255億円

38%

低温物流
2,123億円

36%
連結売上高
5,728億円

水産
631億円

10%

畜産
841億円

14%

不動産
46億円
1%

その他
49億円
1%

調整額
▲218億円

２



ビジネスモデル

３

加工食品事業

水産・畜産事業

低温物流事業

自
然
素
材
・
環
境
資
源

（
地
球
の
恵
み
）

人々の豊かな
食生活と健康

に貢献

高度な専門知識・経験を有する人財

・独自の素材調達ネットワーク

・国内No.１の高度な低温物流

・最適加工度で提供できるノウハウ

・多種多様な顧客と業態への対応力

ニチレイグループ総合力



経営理念

ミッション（使命・存在意義）

くらしを見つめ、人々に心の満足を提供する

ビジョン（目指す姿）

私たちは地球の恵みを活かしたものづくりと、

卓越した物流サービスを通じて、

豊かな食生活と健康を支えつづけます。

４



会社の沿革

５



会社の沿革

６



長期経営目標「2030年の姿」

・イノベーションの推進により、お客様および社会の課題を解決する新たな価値
を創造し、人々の豊かな食生活と健康に貢献している。

・国内事業においては、高付加価値化と資本効率の最大化を実現し、加工食品
事業と低温物流事業で№1の高収益企業として確固たる地位を築いている。

・海外事業においては、M&Aとアライアンスにより規模とエリアを拡大し、海外
売上高比率30%を達成している。

・新規事業の創出により新たな収益の柱を確立している。

売上高 1兆円

海外売上高比率 30％

売上高営業利益率 8％

＜2030年経営数値目標＞

＜2030年ありたい姿＞

７



ニチレイグループ重要事項（マテリアリティ）
重要事項（マテリアリティ） KPI 貢献するSDGs のゴール

食と健康における新たな価
値の創造

・各事業に応じた新たな商品・サービス創出
の対象・規模を設定
・新規事業創出の進捗に沿った目標値を設定

食品加工・生産技術力の強
化と低温物流サービスの高
度化

・EBITDAマージン12％
・EBITDA年成長率7％

海外売上高比率30％

持続可能な食の調達と循環
型社会の実現

・グループCSR調達ガイドラインに準拠した
サプライヤーやOEM先からの調達率100%
・主要原材料と重要サプライヤーへのESGデ
ューデリジェンス実施率100%

・サーキュラーエコノミーの実現に向けた
SDGs教育プログラムの受講率100%
・全拠点における廃棄物リサイクル率99%

定期的に全拠点での水リスクアセスメントを
実施し、保全活動やBCPに取り組む

気候変動への取り組み CO2排出量50％削減（2015年度比、国内
Scope1・2）

自然冷媒化率：生産設備（国内）100％
低温物流関係（海外を含む）75％

多様な人財の確保と育成 女性取締役・監査役比率（HD※）30%
女性管理職（ライン長）比率（HD※）30%
※ HD：ニチレイ持株会社
2030年までに人財投資額を2倍

８



業績の推移



業績の推移＜10年間の業績＞

注：16/3より加工食品事業の売上の計上基準について会計方針を変更（販売促進費等を販売費計上ではなく売上高から
控除する方法へ変更）しています。これに伴い、15/3についても遡及修正（利益を含む）を行っています

利益（億円） 売上高（億円）

９



業績の推移＜事業別売上高＞

１０



業績の推移＜事業別営業利益＞

１１



主力事業のご紹介（加工食品事業）



＜加工食品事業の売上構成（2020年度）＞

海外
15%

その他 6%

農産加工品

9%

家庭用調理冷食

31%
業務用調理冷食

39%

加工食品事業の売上規模と構成

＜当社の位置付け（冷凍食品メーカー売上高ランキング＞

＜主な取扱い商品＞

出所：（株）食品産業新聞社「冷食日報」

家庭用調理冷食業務用調理冷食 農産加工品 海外

（単位：億円）

１２



家庭用調理冷凍食品 業務用調理冷凍食品

スーパーマーケット、GMS 惣菜売り場

コンビニエンスストア
レジ周りの商品売り場
お弁当、惣菜パンの材料

ファストフード、居酒屋 他 ー

給食（事業所、学校、病院・福祉
施設）

ー

冷凍食品売り場

メニューに採用

外
食
・
給
食

冷凍食品の主な流通経路

➢中食とは・・・惣菜や弁当などを外で購入し、家で食べる食事のこと。具体的にはスーパーの惣菜や
コンビニのレジ周りの商品 など

中
食

１３



冷凍食品の市場動向

・人手不足による「省人化・簡便化」ニーズのさらなる高まり

・健康感のある商品や個食向けなど、新機軸商品への需要増加

・Ｅコマースや宅配、病院・福祉施設など販売ルート拡大

＜冷凍食品の国内生産・輸入量の推移＞＜家庭用冷食 市場規模の推移＞

出所：インテージSC（I 100人当たり購入金額（60代まで）／店頭
販売のみ（全業態）より市場規模を計算 出所：日本冷凍食品協会のデータを当社が加工

（単位：億円）

➢ 女性の社会進出や単身世帯の増加、高齢化の進展などにより「食の外部化」が進むなか、
利便性の高い冷凍食品に対する需要は堅調に推移

１４



加工食品事業の強み

業界最大級の生産能力

・顧客・生活者の課題やニーズを把握する力
・研究開発、生産ノウハウ（機械による生産）
・おいしさ再現技術（おいしさへのこだわり）

品質保証体制

ブランド

多様な商品ラインアップ

原材料調達網

商品開発力

供給力・
コスト競争力

信用力 販売網・顧客基盤

１５



１６

～パラパラ感とおいしさ～

『プロの技』が活きた冷凍食品で、

日本の食生活を支える

開発の背景
社会的な

課題・要請

・より本格的な味わいを求める「本物志向」ニーズ

・高齢者世帯、単身者世帯の増加に伴う「簡単・便利」な食事へのニーズ

こだわり１

従来の冷凍炒飯のイメージ

「炒めていない中華風の混ぜご飯」

から脱却させた

・評判店への調査

・プロの技術＆工程を

生産ラインで再現する開発力

こだわり２

「三段階炒め製法」を開発

（炒め製法のブラッシュアップ）

こだわり３

素材（一等米）へ

のこだわり

商品紹介：本格炒め炒飯



商品紹介：2022年春の新商品

１７

新規需要創造への挑戦 ～これからの新しい価値を生み出す～

パーソナルユース 家飲み・食卓・ミールキット 冷凍果実



主力事業のご紹介（低温物流事業）



冷蔵倉庫（ＤＣ）

冷蔵倉庫（ＤＣ）の内部

スーパーマーケットの物流センター（ＴＣ）

物流センター（ＴＣ）の内部

輸配送

ニチレイの低温物流事業

地域保管事業 物流ネットワーク事業

１８



地域保管事業のサービス領域

＜地域保管事業＞

海外からの
輸入品

国内工場の
生産品

冷蔵倉庫 スーパー
販売店

レストラン等

（冷凍食品・アイス
クリームなど）

検品・仕分け
出庫

（水産品・畜産品など） 通関

１９

入庫

保管

仕分け・荷揃え

工場

➢ 保管・入出庫から通関まで、１つの拠点で様々なサービスの提供が可能

ニーズに応じて様々な機能を組み合わせ、顧客の物流効率化に貢献



＜物流ネットワーク事業＞

メーカーやベンダー２０社と店舗５０店の組み合わせで考えると

個別に配送した場合

積み降ろし回数１０００回

中継センター（ＴＣ）を活用した場合

積み降ろし回数７０回

物流の最適化により、物流効率化とCO2排出量の削減に貢献

導入後

２０

【TC（トランスファーセンター）事業】
➢ TCを介した一括納品の導入により、配送ルートを最適化
➢ 物流コストの低減とお届け先での荷受作業の効率化を実現



食品低温物流市場での当社の位置づけ

・冷蔵倉庫の大きさ（設備能力）で国内トップ

（設備能力は世界全体では第5位）

・輸配送を含めた売上高も国内トップ

・安定成長により増収増益を継続し、ニチレイ

グループの業績を牽引

＜主要食品物流企業の売上高（2020年度）＞＜冷蔵倉庫設備能力 国内ランキング＞

＜低温物流事業の営業利益推移＞

（単位：億円）

出所：日本冷蔵倉庫協会 2020年4月時点資料を当社で加工

２１



外
国
・
国
内
貨
物

保管

仕分け・
荷揃え

付帯
サービス

（付帯サービスの例）

出庫

（当社グループの強み）

・国内保管能力は約149万トンで、シェアトップ（約9％）
・物量が多く立地優位性の高い大都市圏のほか、農産・畜産品の生産地にも倉庫

を有する

・全国の保管拠点と配送網を活かし、保管・付帯サービス・配送に
至るまでトータルサービスを展開

・大手小売店様向けの配送センターを38カ所運営

・高品質な運営を可能とするノウハウ
・ニチレイブランドの信用力をベースに年間約5000社との取引実績

（ＤＣ・ＴＣ）

通関

輸配送

検品・
入庫

輸配送

トータル低温物流サービス

（ が主なサービス）

低温物流事業の強み

設備能力・
集荷力

多様な
サービス

品質管理・
信用力 ２２



海外事業展開



【イノバジアン・クイジーン社（米国）】
➢ 大手量販店を主要顧客とし、アジアンフードを中心とした冷凍食品を企画・販売
➢ 2012年の買収以降、市場を上回る成長で順調に販売が拡大
➢ 現地に生産機能を保有し、差別化商品の開発・生産を推進

【イノバジアン・クイジーン社の売上高推移】【イノバジアン・クイジーン社の概要】

家庭用 業務用

特徴
・アメリカ人視点によるマーケットトレンド

に基づいた商品開発力
・米国の主要大手量販店への販売力

主力カテゴリ 主菜（チキン加工品など）、炒飯等の米飯類

主要チャネル

大手量販店、ディスカウン
トストアの冷凍食品売場

・大手量販店デリカテッセン
売場

・学校給食・レストランチェ
ーンなど

商品

アジアメニューを中心とし
たファミリー/個食向け商品

デリカテッセン売場を中心と
したアジアンフーズ・ソリュ
ーションを提供

単位：百万ドル

加工食品事業の海外展開(北米）

米国におけるアジアンフード
冷凍食品市場の売上高シェア（2020年3月時点）

年平均成長率15％

２３



低温物流事業の海外展開(欧州）

国名 年 会社名 資本金 事業内容
設備能力

（万トン）
特徴

1988 Eurofrigo B.V. 
491万

ユーロ
冷蔵倉庫事業
（港湾、内陸）

23.3
港湾エリアでは主に欧州発着の輸出入貨物（畜産
物など）を保管。動物検疫所を備えている。

オランダ 1990
Hiwa Rotterdam Port 
Cold Stores B.V. 

227万
ユーロ

冷蔵倉庫事業
（果汁専業）

18.6
・欧州に搬入されるドラム果汁の保管で最大手
・ブレンディングなどの付加サービスも提供

1989
Thermotraffic
Holland B.V. 

50万
ユーロ

フォワーディング事業
（低温運送・通関事業）

－

・西欧に加え中東欧、ロシアにも配送網を拡充
・厳密な温度管理が必要な医薬品も取扱

ドイツ 1989 Thermotraffic GmbH 
120万

ユーロ
－

イギリス

2014
Thermotraffic
UK Ltd. 

50万
ポンド

－

2020 Kevin Hancock Limited －
冷蔵倉庫事業
（港湾、内陸）

－
冷凍・チルド食品の保管、マイクロウェーブ解
凍・空調解凍・急速凍結サービスを提供

2021 Norish Limited －
冷蔵倉庫事業
（港湾、内陸）

10.0
内陸部および港湾エリアで冷蔵倉庫を運営し、
保管サービスと急速凍結等の付帯サービスを提供

ポーランド

2004
Frigo Logistics 
Sp. z o.o. 

1,180万
ズロチ

冷蔵倉庫・低温運送事業 7.9
大手小売の店舗向け保管・仕分け・配送業務を
受託

2021 Armir Logistyka Sp. z o.o. －低温運送事業 －小売店舗向け配送業務を受託

フランス 2010

Transports Godfroy
S.A.S. 

15万2千
ユーロ

冷蔵倉庫・低温運送事業
（実運送）

4.7
現地のメーカーや卸・量販店センター向けの
保管・輸配送サービスを提供

Entrepots Godfroy 
S.A.S. 

7千
ユーロ

（統括会社） Nichirei Holding Holland B.V. 

➢ 1988年に進出したオランダを起点に、通関・保管・クロスボーダー輸送が一体
となった総合物流サービスを展開

２４



株主還元



株主還元の考え方

①安定的な配当の継続

＜１株あたり配当金の推移＞

②機動的な自己株式の取得

取得 消却

2010年度 235万株 -

2011年度 515万株 -

2012年度 442万株 750万株

2015年度 57万株 -

2016年度 472万株 -

2017年度 433万株 800万株

2021年度
（予定）

400万株
（上限）

603万株

注：2016年10月1日に実施した株式併合後の数値に置き換えて表示

連結自己資本配当率（ＤＯＥ）３.０％を
基準として安定的な配当の継続を重視

資本の効率性、成長性及び健全性を重視
し、最適資本構成の検討を行いながら機
動的に実施

単位：円 単位：%

注：2021年3月期は創立75周年の記念配当6円が含まれている

＜自己株式取得・消却の実施状況＞

２５



ＥＳＧの取り組み



環境負荷低減への取組み

【再生可能エネルギーの利用促進】

・グリーン電力証書の活用

・太陽光発電の活用

【フロンへの対応】

・自然冷媒への切替え

・冷媒漏れ防止への取組み

グループ長期環境目標と低炭素政策に向けた取り組みを推進

２６



持続可能なサプライチェーンの構築

２７

【「純和鶏」を通じた地域循環型農畜産サイクル】

・岩手県の地元農家と協働で飼料米プロジェクトを
立ち上げ、「純和鶏」の生産を通じた地域循環型
農畜産サイクルを実施

・「純和鶏」は、2020年10月に農林水産省から国内
初の「持続可能性に配慮した鶏肉の特色JAS」の
認証を取得

【ASC認証・MSC認証の水産物への取り組み】

・環境に負担をかけずに地域社会に配慮した
形で生産された水産物の取扱いを拡大

・インドネシアで持続可能なブラックタイガー
えびの粗放養殖やマングローブの植樹による
自然環境保護活動を実施

持続可能な原料調達に向けた取り組みを実施

ASC認証：ASC（Aquaculture Stewardship Council：水産養
殖管理協議会）による持続可能な養殖水産物の認証
MSC認証：MSC（Marine Stewardship Council：海洋管理協
議会）による持続可能な天然水産物の認証



【品質保証体制の強化】

・定期監査や品質向上監査の実施

・国際規格の認証取得を推進

【フードディフェンスの取組み】

・検証カメラや顔認証システムの設置

・従業員満足度調査や面談に基づいた職場
環境の改善

【トレーサビリティの構築】

・原材料から製品まで品質管理・検査を徹底

・商品特性に合ったトレーサビリティシステム
を構築

品質保証に関する基本方針に基づき、商品・サービスの品質および安全性を確保

安全な商品とサービスの提供

２８

＜定期監査実績（2017年度～2020年度）＞



コーポレートガバナンス
2001年 執行役員制度の導入 取締役会の意思決定機能と監督機能の強化

2003年 社外取締役制度の導入 経営の透明化と取締役会の監督機能の強化

2005年 持株会社体制へ移行 グループの全体戦略を担う持株会社と業務執
行を担う各事業会社が責任と機動性を発揮で
きる経営体制へ

・独立社外取締役３名体制へ
・女性社外取締役（１名）が初めて就任

2006年 役員退職慰労金制度の廃止 業績と成果に連動した報酬体系とするため

取締役の任期を１年に短縮 経営環境の変化に対する機動性を高めるため

2012年 監査役５名（うち独立社外監査役３名）
体制へ

2015年 ・コーポレートガバナンス基本方針の制定
・指名および報酬の諮問委員会を設置

2016年 取締役会の実効性評価を実施 結果の概要を開示

・当社株券等の大量買付けに関する適正
ルール（ 買収防衛策）の非更新
・女性社外取締役を２名に

2019年 役員報酬制度の改定 譲渡制限付株式報酬制度の導入

2021年 独立社外取締役４名体制

２９



外部評価

３０



本日のまとめ



ニチレイは・・・

➢ 主力事業である加工食品（冷凍食品）と低温物流を中心に、
重要事項（マテリアリティ）で定めた目標の達成を通じて、
社会課題の解決と持続的な成長を目指します

➢ 事業活動から生まれるキャッシュを、成長投資や環境対応・
人財への投資と、株主への安定的な還元へバランスよく配分
します

➢ 食と物流を中心に事業活動を一層強化することで、持続可能
な社会の実現に貢献し、企業価値を高めてまいります

３１

※詳細につきましては、弊社統合レポート2021をご覧ください
https://www.nichirei.co.jp/sites/default/files/inline-images/ir/integrated/pdf/ngir2021_all.pdf

https://www.nichirei.co.jp/sites/default/files/inline-images/ir/integrated/pdf/ngir2021_all.pdf


当資料に記されたニチレイの現在の計画・見通し・戦略などのうち、歴史的事実でないものは、将来の

業績に関する見通しであります。将来の業績に関する見通しは、将来の営業活動や業績に関する説明にお

ける「確信」、「期待」、「計画」、「戦略」、 「見込み」、 「予測」、 「予想」その他これらの類義

語を用いたものに限定されるものではありません。これらの情報は、現在において入手可能な情報から得

られたニチレイの経営者の判断に基づいております。実際の業績は、さまざまな重要な要素により、これ

らの業績見通しとは大きく異なる結果となる場合があります。このため、これらの業績見通しのみに全面

的に依拠して投資判断されることは、お控えいただくようお願いいたします。また、新たな情報、将来の

事象、その他の結果にかかわらず、常にニチレイが将来の見通しを見直すとは限りません。実際の業績に

影響を与え得るリスクや不確実な要素には、以下のようなものが含まれます：

①ニチレイグループの事業活動を取り巻く経済情勢および業界環境

②米ドル・ユーロを中心とした為替レートの変動

③商品開発から原料調達、生産、販売まで一貫した品質保証体制確立の実現性

④新商品・新サービス開発の実現性

⑤成長戦略とローコスト構造の実現性

⑥ニチレイグループと他社とのアライアンス効果の実現性

⑦偶発事象の結果

など

ただし、業績に影響を与える要素はこれらに限定されるものではありません。また、リスクや不確実な

要素には、将来の出来事から発生する重要かつ予測不可能な影響も含まれます。当資料は、あくまでニチ

レイをより深く理解していただくためのものであり、必ずしも投資をお勧めするためのものではありませ

ん。

当資料取扱い上のご注意


